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2025年 8月 5日 

各 位 

吸収合併に係る事前開示書面 

【吸収合併存続会社】 

 

東京都千代田区神田美土代町７番地 

応用地質株式会社 

代表取締役社長 天野 洋文 

 

当社は、当社を吸収合併存続会社、株式会社 ジオファイブ（以下「ジオファイブ」とい

います。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併（効力発生日：2025年 9月 30日）（以下「本

吸収合併」といいます。）に関して、会社法第 794条第 1項及び会社法施行規則第 191条に

基づき、下記のとおり開示いたします。  

 

記 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

別紙１記載の通りです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191 条第１号） 

ジオファイブは、当社の完全子会社であるため、合併に際しては株式その他の金銭等の交

付は行いません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第 2号） 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社に関する事項（会社法施行規則第 191 条第 3号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容（同号イ） 

別紙２記載の通りです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容（同号ロ） 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容（同号ハ） 

該当事項はありません。 
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５． 吸収合併存続会社に関する事項（会社法施行規則第 191条第 5号） 

最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容（同号イ） 

【自己株式の取得】 

当社は、2025年 2月 12日開催の取締役会において、会社法第 165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき自己株式を取得すること、及

びその具体的な取得方法について決議しました。 

（１）自己株式の取得を行う理由 

資本効率の向上及び株主還元の充実を目的として、自己株式の取得を行うもの。 

（２）取得の内容 

1）取得対象株式の種類   当社普通株式 

2）取得した株式の総数    537,800株 

3）株式の取得価額の総額  1,499,769,300円 

4）取得期間        2025年 2月 13日～2025年 5月 14日 

5）取得方法          東京証券取引所における市場買付 

（ご参考）2025年 2月 12日開催の取締役会における決議内容 

1）取得対象株式の種類  当社普通株式 

2）取得し得る株式の総数 600,000株（上限） 

（自己株式を除く発行済株式総数に対する割合：2.52％） 

3）株式の取得価額の総額  1,500,000,000円（上限） 

4) 取得期間       2025年 2月 13日～2025年 9月 30日 

 

６． 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第 191 条第６号） 

今後、本合併の効力発生日までに予測される当社及びジオファイブの資産及び負債の額

の変動を考慮しても、本合併の効力発生日以後における当社の資産の額は、負債の額を十

分に上回ることが見込まれます。加えて、本合併の効力発生日以後、当社が負担する債務

の履行に支障を来すような事態は現在のところ想定されておりません。以上により、本合

併の効力発生日以後においても、当社が負担する債務につき履行の見込みはあると判断

しております。 

以 上 

【添付書類】 

（別紙１） 

吸収合併契約書 

 

（別紙２） 

最終事業年度に係るジオファイブの計算書類等（2024年 7月期 ） 
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1 . 株式会社の現況に関する事項

1-1 事業の経過及び成果 

　当社を取り巻く市場環境は、前期同様に社会インフラの維持管理事業や地震・豪雨等、

激甚化する自然災害に伴う復旧対策関連事業に加え、脱炭素社会に向けた再生可能エネル

ギー市場に支えられました。

　当社の業績は、これまで売上の牽引役を担ってきた3D-RADARの販売不振や応用地質(株)

製品の販売低迷の結果、受注は729,576千円（前期比87%）、売上は717,827千円（前期比

86%)、当期純利益は34,115千円（前期比67%）と減収減益となりました。分野別の受注の

内訳は、応用地質(株)製品は363,901千円（前期比80%)、輸入商材は143,000千円（前期

比73%）と減少しましたが、自社製品は新製品の投入効果により132,723千円（前期比111

%）と増加しました。

　営業的エポックとして、当社の差別化商材である3D-RADARの抜本的改良がなされました。

即ち、従来のアナログ方式からアンテナ内部でデジタル処理したことでその性能を飛躍的

に向上させると共に、周波数帯域の上限を3,000MHzから4,500MHzに上げたことで極浅層域

から更に深い深度の探査を可能にした比類のない3次元地中レーダに仕上がりました。当

期は、半導体を含む材料費の高騰に加え、円安の影響もあって高額になったことで販売不

振に陥りましたが、今後の販売は大いに期待できます。また、自社製品においては、業界

初となる電気抵抗測定法による多電極型地下水流動層検層装置や地盤のS波構造を容易に

把握できる3次元微動アレイ探査装置（いずれも2024年9月開催全地連技術フォーラムで論

文発表）、ボーリング孔内におけるP波・S波速度を測定可能な2連結方式のボアホールジ

オフォン等の新商品を開発しました。改良したトンネル前方探査装置と併せ、今後の販売

が期待できます。

　人事面では、技術開発部に電子系技術者1名、技術営業部に営業職1名を採用しましたが、

採用活動を継続しています。設備関係では、JR各社や道路会社、コンサル会社関係への販

促活動を目的として、最新鋭のデジタル方式3D-RADAR（19,146千円）を導入しました。

1-2 直前三事業年度の財産及び損益の状況

1-3 主要な事業内容

地質調査機器・非破壊検査機器の販売・設計製作

第２３期　（２０２３年８月１日から　２０２４年７月３１日まで）

事 業 報 告 書

純　　資　　産　（千円） 315,289 221,119 238,970 248,052

443,931414,720 425,112

776,738 831,091 717,828

65,829 50,851 34,115

売　　上　　高　（千円） 764,394

当 期 純 利 益　（千円） 19,975

（当事業年度）

48,560

第23期
区    　　  分

第20期 第21期 第22期

経　常　利　益　（千円） 60,923 101,660 72,592

総　　資　　産　（千円） 507,846

2020/8～21/7 2021/8～22/7 2022/8～23/7
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1-4 主要な営業所及び工場並びに使用人の状況

(1)主要な営業所及び工場

本　店　　埼玉県さいたま市北区宮原町１丁目４５３番地２

(2)使用人の状況

名 名 歳 年

(注）1. 上記には、使用人兼務取締役1名を含み、非常勤顧問１名を含んでおりません。

1-5 重要な親会社及び子会社の状況

(1)親会社の状況

(2)子会社の状況

該当ありません。

1-6 主要な借入先及び借入額

該当ありません。

2 . 株式に関する事項

2-1 大株主の状況

(1)発行可能株式総数 株

(2)発行済株式の総数 株

(3)株主数 名

(4)大株主の状況

400 株 100 ％

3 . 会社役員に関する事項

3-1 取締役及び監査役

兼行　篤

以　上

(注）1.　本事業報告書中の記載金額は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

　　 2.　売上高等の記載金額には、消費税は含まれておりません。

取　　締　　役
技術営業部長

今給黎 宣成 取　　締　　役 株式会社イマギイレ　代表取締役社長

氏　　　名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役
社　　　　　長

五江渕　通

取　　締　　役
技術開発部長

専 務 取 締 役
営 業 統 括

永井　延史

岡谷　智一

800

400

1

持株比率

株 式 会 社 イ マ ギ イ レ

持　株　数

当社への出資状況
株　主　名

名　　　称 出資比率

株式会社イマギイレ 100％ 建設機械等のレンタル・販売・修理

主要な事業内容

11 ＋2 42.4 5.3

平均勤続年数従業員数 前期比増減 平均年齢
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